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In recent years, natural ventilation system have attracted greater attention as an alternative to reduce building energy 

consumption. And natural ventilated buildings have been increasingly applied even in large office buildings. This paper 

shows the method of setting model building and the results we estimate the energy saving effect of natural ventilation 

system by the BEST program. 

 

１．はじめに 

 自然換気と外気冷房は中間期の空調消費エネルギーを

削減するための手法として、多くの採用事例があり、両

手法とも外気による冷却効果を利用したものである。こ

れらは一般的な省エネ手法であるが、自然換気と外気冷

房の特性の違いについて比較した研究は少ない。そこで

本論文では、The BEST Program（以下BEST）の自然換

気計算機能及び連成計算機能を利用して、省エネ効果を

評価軸した自然換気と外気冷房の特性検討を行った。本

論文で扱う外気冷房制御とは、空調機のコイル負荷を最

小化するように外気を最適に導入する制御である。図 1

に空気線図上での外気冷房制御の概念図を示す。空調機

の給気（以下SA）温度は室内温湿度設定値（26℃,50%RH）

を実現するために 16℃，90%RH程度に設定されている

ことが多い（図中④）。外気冷房有効時に外気温が 16～

26℃の範囲内にある場合（図中①）は、コイル通過風量

における外気の割合を増やすことでコイル負荷を削減す

る事が可能である。つまり、図にある③を最低外気量と

還気との混合点とすると、外気冷房で外気量を増やした

場合は③’のように混合点が移動し、SA 吹出状態とのエ

ンタルピー差は小さくなる。しかし、空調機の給気温度

制御により SA 吹出の状態（④）までコイルで処理を行

うため、全外気運転でも最低限のコイル負荷は発生する

ことになる。ただし、外気が16℃以下の場合は、外気量

を調整することで④の状態に近づけることが可能である。

また、外気冷房制御で考慮しなくてはいけない点として

VAV 制御との関係が挙げられる。室内のピーク冷房負荷

を 100W/㎡とし、ピーク冷房負荷かつ 16℃吹き出し（Δ

t=10℃）で SA 風量を決定した場合の外気冷房風量との

関係を図 2 に示す。この図では設計外気量は 6CMH/㎡

（0.2 人/㎡×30CMH/人）とし、外気冷房風量を仮に

10CMH/㎡としている。室負荷に応じたVAV 制御により

SA風量が絞られると、室負荷が 33W/㎡を下回った段階

で SA 風量は 10CMH/㎡以下になり、外気冷房風量は必

然的に制限されてしまう。このような VAV 制御により、

外気冷房風量を多く確保した場合でも、中間期や冬季な

どの低負荷時には制限されてしまうことが分かる。また、

通常 VAV の最低風量は設計外気量を下限とすることが

多く、この場合 6CMH/㎡を下回らないように設定されて

図 1 空気線図による外気冷房制御概念図 
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いる。よって 20W/㎡を下回る領域ではSA給気温度 16℃

で送風すると過冷却になるため、ロードリセット制御に

より給気温度を上げて送風することになる。この状態で

は搬送動力としては効率が悪く、除湿も十分ではない。

以上の考察より、空調機でVAV 制御を行う場合は、給気

温度を 16℃として室内温湿度を設定値に制御し、VAV 制

御により搬送動力を最小化することを優先させるため、

外気冷房での外気導入量はある程度制限されてしまうと

予想される。これに対して、自然換気では、設定室温に

近い外気温 18～26℃で自然換気駆動力による大量の換

気を行うことにより、ある程度の室温に保つことができ

る。以上を踏まえて、本論文では外気冷房制御の特性と

自然換気との併用に関するシミュレーション検討を行う。 

２．検討モデル 

2.1 モデルビル概要 

 図3に検討モデル平面図、表1にモデル概要を示す。

用途は間仕切りのないオープンで利用されるオフィスビ

ルとし、ペリメータとインテリアの 2ゾーンモデルとし

た。ペリメータ空調機の対象を外皮負荷とし、奥行き 2

ｍをペリメータ範囲として設定した。軒高は 30mであり、

プログラム上では中性帯の位置が建物高さの 2/3 の位置

にあると想定している。解析対象室は 1階の南側執務室

とした。また、ペリメータを自然換気すると同時にイン

テリアを空調するようなハイブリット空調も計算対象と

した。 

2.2 空調システム概要 

 空調システム概念図を図 4に示す。熱源は空冷ヒート

ポンプチラーとし、2次ポンプはインバータ制御とした。

熱源システムは 4 管式対応で熱源・2 次ポンプは 2 台設

けている。2 次側はインテリア、ペリメータそれぞれに

専用の空調機を設定し、インテリアに外気を導入してい

る。最低外気量は 630CMH（2CMH/㎡）としており、外

気冷房の最大風量はインテリア AHU の SA 風量である

4,200CMH（14CMH/㎡）とし、下限値は最低外気量の

630CMHとした。また、ペリメータSA風量の下限値は

VAV制御下限を 30%と仮定し、2,000CMHとした。本来

は外気冷房風量により排気ファンの風量を増やす必要が

あり、排気側の搬送動力が増えるのが一般的である。し

かし、排気動力の増加により省エネ効果が全く得られな

い場合も考えれるため、議論を単純化するために外気冷

房時の排気ファン動力は増加しないものとした。具体的

には、外気冷房分は自然換気用の排気シャフトに 2種換

気的に排気するシステムを想定する。本検討における自

然換気の許可条件を表 3に示す。外気冷房の許可条件に

ついては、表3における外気の下限温度を10℃に変更し

た条件を用いた。自然換気時の外壁開口面積は 40cm/㎡

×312 ㎡を確保し、有効開口面積法を用いて計算を行っ

た。 

表2 機器仕様 

機器 仕様 

熱源 
空気熱源ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾁﾗｰ／ｽｸﾛｰﾙ／ｲﾝﾊﾞｰﾀ 2台 
冷却能力59kW 加熱能力59kW 
消費電力14kW  1次ﾎﾟﾝﾌﾟ／169L/min 

2次ﾎﾟﾝﾌ  ゚
流量169L/min、推定末端圧ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 
冷水温度7℃、温水温度45℃ 

ｲﾝﾃﾘｱ 
AHU 

2 管式/VAV 方式、冷却能力 59kW、冷房吹出温度
16℃、外気量 680m3/h、SA 風量 4,200m3/h（最小
630m3/h） 

ﾍﾟﾘﾒｰﾀ 
AHU 

4 管式/VAV 方式、冷却能力 59kW、冷房吹出温度
16℃、SA風量6,400m3/h（最小2,000m3/h） 

図3 モデル平面図 

表1 モデル概要 

図4 空調システム概念図 
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地域 標準年 
EA気象ﾃﾞｰﾀ 東京 

天井高 3.2m 
床面積 ｲﾝﾃﾘｱ 212.2㎡ 

ﾍﾟﾘﾒｰﾀ 90.4㎡ 
ｿﾞｰﾝ間 
換気 

125m3/h･m 

室温設定 中間期 24℃ 
ﾋﾟｰｸ冷房

負荷 
ｲﾝﾃﾘｱ 66W/㎡ 
ﾍﾟﾘﾒｰﾀ 243W/㎡ 

負荷／ 
人員密度 

照明 7.5W/㎡、内

部発熱 12W/㎡、人

員 0.15人/㎡ 
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表3 自然換気許可判断 

 

３．室負荷と空調消費エネルギー特性 

検討の前提として、モデルの熱負荷特性及び空調シス

テムのエネルギー消費特性を解析した。図 5に月別の室

負荷の原単位を示す。オフィス用途であり内部発熱が多

いため、年間を通して冷房負荷が発生していることが確

認できる。 

3.1 空調消費エネルギー特性 

評価対象とする空調システムにおいて、CAV 制御とし

た場合の月別の空調消費エネルギー原単位を図 6に示す。 

熱源の消費エネルギーは季節により大きく変動するが、

搬送動力はほぼ一定の消費エネルギー量であった。4,5,10

月などの中間期でも熱源の消費エネルギーが比較的多い

ことが確認された。年間の冷房室負荷とVAV、CAV 制御

時の空調消費エネルギーを図 7に示す。年間の冷房負荷

に対する中間期の割合は 31%であり、年間空調消費エネ

ルギーに対する中間期の割合は VAV 制御で 33%、CAV

制御で 34%であった。 

3.2 中間期における負荷発生頻度分布 

本モデルにおいてVAV 制御によりSA風量が削減され

る時間数を確認するため、外気冷房有効時の室負荷を抽

出し、負荷発生頻度分布を作成した。図 8より、室負荷

40W/㎡以下の低負荷域が全時間数の 50%を占めること

が明らかになった。室負荷 40W/㎡は 10℃差送風時では

12CMH/㎡となり、外気冷房時間数の 50%はそれ以下の

風量に絞られて運転されると予想される。特に冬季の冷

房室負荷はほぼ 30W/㎡以下に集まっており、最低外気量

で送風する時間数もあるため、過大な外気量は必要ない

ことが分かる。 

 

 ４．シミュレーションによる省エネ効果の検証 

4.1  外気冷房による省エネ効果 

 中間期において、最低外気量 2CMH/㎡から最大外気量

14CMH/㎡で外気冷房を行った場合の空調消費エネルギ

ーを図 9,10に示す。最低外気量と最大外気量を比較する

と中間期において、VAV 制御時は 3.7%削減、CAV 制御

時は 18.1%削減であった(図 9)。また、年間では VAV 制

御時は 1.9%削減、CAV 制御時は 8.2%削減であった（図

10）。VAV 制御に比べCAV 制御時のエネルギー削減量が

大きいことが確認され、VAV 制御時に外気冷房効果が制

限されていること予想された。 

4.2  外気冷房と自然換気の併用 

 外気をインテリア SA 風量まで導入可能として外気冷

外気温 15℃以上、26℃以下（外気冷房時は下限10℃） 

室温 下限室温22℃ 
湿度 露点温度19℃未満、相対湿度90%未満 

その他 外気風10m/s以下、室内外エンタルピ比較 

冬季（1～3月,12月） 中間期（4,5,10,11月） 夏季（6～9月）

図5 月別室負荷原単位 
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房制御を行った場合でも、自然換気の併用によって更な

る省エネが可能であるかを検証した。結果を図 11に示す。

VAV 制御で最大限外気冷房を行ったケースに対して、自

然換気の併用によって中間期で 3.4%、年間で 2.3%の削

減効果があった。これは外気を導入しないペリメータ空

調機に対して自然換気の負荷削減効果があったものと考

えられるが、自然換気は換気駆動力によって外気が導入

されるため VAV 制御のように搬送動力最小化のために

風量を制限されることがないことも原因として考えられ

る。つまり、CAV 制御時と同様に十分な外気量が導入さ

れることにより外気冷房効果が最大化されたと考えられ

る。なお、本検討では外気冷房により排気の搬送動力は

増えないことと想定しているが、空調システムによって

は外気量の増加により排気の搬送動力が大幅に増加する

場合がある。この点でも自然換気と併用することのメリ

ットが考えられる。 

５．外気冷房と自然換気併用時の運転モード 

 以上の検討結果を踏まえ、外気冷房と自然換気を併用

する場合の空調モードと切換え条件について考察した。

図 12にモードと切換え条件例を示す。この図は自然換気

を優先的に活用することを前提として作成した。まず、

省エネを最大化するために空調を停止して自然換気を行

い、室温に近い外気を大量に導入することで室温を制御

する。次に室内の温度分布の悪化や室温上昇を切換え条

件として外気処理を行わない空調機による最小送風運転

を併用する。更に室温が上昇する場合は、空調機による

送風量を増やしていくか、通常の 16℃送風運転とし、

VAV 制御と外気冷房を併用するかの選択となるが、この

選択に関しては前者の搬送動力の増と後者の熱源動力の

増を比較して判断する必要がある。更に外気温が 15℃を

下回るなど自然換気許可条件を外れる場合は、自然換気

を停止し、外気冷房も含めた空調機による制御を行う。

以上のような運転モードにより自然換気と外気冷房併用

による省エネ効果が最大化できると考えるが、詳細な切

換え条件の検討や妥当性検証が今後の課題といえる。 

 

６．まとめ 

 空調機による外気冷房制御を VAV 制御との関係に着

目して評価し、BEST を用いた空調消費エネルギーシミ

ュレーションを行った。シミュレーション結果により外

気冷房が VAV 制御により制限される場合の省エネ効果

と自然換気と外気冷房の併用による省エネ効果を明らか

にした。また、自然換気と外気冷房の特性の違いを考察

し、併用する場合の運転モードを検討した。自然換気が

機械的な動力を消費せずに外気温近くに室温を制御する

のに対し、外気冷房は空調機による室温制御においてコ

イル負荷を最小化することを目的としている。また、外

気冷房はインテリア空調機に対する省エネ効果が大きく、

自然換気は外壁から取り入れるためペリメータ空調機へ

の省エネ効果が大きいと考えられる。 
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図11 外気冷房と自然換気を併用した場合の効果 

１．自然換気のみ（空調機停止） 

２．自然換気＋空調機最小送風（外気温送風） 

３．自然換気＋空調機送風量増（外気温送風） 

４．自然換気＋空調機（VAV制御＋外気冷房、16℃送風） 

５．空調機（VAV制御＋外気冷房、16℃送風） 

６．空調機（VAV制御＋設計外気量、16℃送風） 
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図12 外気冷房と自然換気併用時の運転モード例 
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図10 外気冷房によるエネルギー削減量（年間） 
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